
入 札 説 明 書 

社会福祉法人 堺市社会福祉協議会 

 

 令和２年度 堺市社会福祉協議会 デジタルフルカラー複合機リースに係る一般競争入札（郵便による入札）を行うも

のに係る共通の入札参加資格等については、下記のとおりとする。 

 

記 

１ 資格要件 

 以下の要件すべてに該当する者であること。 

（１）「堺市物品調達・委託等入札参加資格」において、区分「006002ＯＡ用品・機器」で有効な登録を有している

こと。または、本会に対し直近5年以内に保守を伴うＯＡ機器の納入実績があること。 

（２）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しないこと（同条第２項各号のい

ずれかに該当すると認められてから３年を経過した者を除く。）。 

（３）堺市入札参加有資格者の入札参加停止等に関する要綱（平成１１年制定。以下｢入札参加停止要綱｣という。）

に基づく入札参加停止又は入札参加回避を、入札公告日から開札日までの間、受けていないこと。 

（４）入札公告日から開札日までの間に堺市暴力団等排除措置要綱（平成２２年制定）に基づく入札参加除外の措置

を受けている者でないこと。 

 

２ 入札参加資格審査申請方法 

   入札に参加しようとする者は、入札公告に示す申請締切日（令和 2年 7月 14日）までに次のとおり入札参加資

格審査申請（以下単に「申請」という。）を行い、入札参加資格の審査を受けなければならない。 

 （１）封筒に一般競争入札参加資格審査申請書（社会福祉法人 堺市社会福祉協議会長あてのもの）及び入札参加資

格審査の結果通知用の４０４円分切手（以下「申請書類」という。）を同封し、一般書留郵便又は簡易書留郵

便により郵送すること。 

 （２）申請の取下げは認められないので、十分検討の上、申請を行うこと。 

  

３ 申請の無効について 

  次のいずれかに該当する申請は無効とする。 

 （１）申請書類等が一般書留郵便及び簡易書留郵便以外の方法で総務課に届けられたとき。 

 （２）消印が押印されていなかったとき又は消印日が申請締切日より後であったとき。 

 

４ 入札参加資格の事前審査及び審査結果の通知 

 （１）事前審査を行った結果、入札参加資格を有すると認められた（以下「認定」という。）申請者には、入札公告

に示す日（令和2年 7月17日）に郵便により認定の通知を行う。 

（２）次のアからウのいずれかに該当し、入札参加資格が認められなかった（以下「不認定」という。）申請者には、

その旨の理由を付して入札公告に示す日に郵便により不認定の通知を行うものとする。 

  ア 事前審査の結果、不認定とされた者 

  イ 申請書類等について不足があった者 

  ウ その他申請書類等に必要事項が正しく記入されていない場合等 

 （３）認定通知日から開札日までの間に入札参加資格を満たさなくなった者（共同企業体にあっては、構成員のいず

れかが満たさなくなった者）については、認定を取り消し、その旨の理由を付して郵便により取消の通知を行う

ものとする。 

 （４）事前審査の結果、入札参加資格を満たす者が１者に満たない場合は、当該入札は中止する。 

 

３ 配付書類等について 

  配付書類等については、社会福祉法人堺市社会福祉協議会のホームページからダウンロードすること。 

 

４ 質疑応答 

入札に参加しようとする者は、仕様書その他契約条件を熟知のうえ入札に参加すること。  

質疑がある場合は e メールにて行うこと（口頭、電話による質疑は一切受付しません）。質疑



締切日時以降の質問は、受付しませんのでご了承ください。 

  ※質疑書を送付した場合は、送信後必ず送付した旨の電話連絡を入れてください。 

①質疑書 質疑書には、社名、代表者名を記入してください。 

②質疑書提出期限 令和 2 年 7 月 14 日（火）午後４時まで 

③送信先 社会福祉法人 堺市社会福祉協議会 総務課 

（ Email soumuka@sakai-syakyo.net  ＴＥＬ 072-232-5420） 

 

   【回答】入札参加資格の事前審査結果と併せて郵送（質疑があった場合のみ）。 

 

５ 予定価格通知について 

  予定価格は、落札決定後公表する。 

 

６ 入札に参加できない者 

  入札参加資格を満たさない者及び開札までの間に入札参加資格を満たさなくなった者については、入札に参加でき

ないものとする。 

 

７ 入札保証金に関する事項 

  入札保証金は免除する。 

  ただし、落札業者が正当な理由なく期限までに契約を締結しないときは、落札金額（入札書に記載された金額に当

該金額の１００分の１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときはその端数金額を切り

捨てた金額）の１００分の３に相当する額の違約金を徴収するものとする。 

 

８ 入札方法 

 （１）入札方法は、一般書留郵便又は簡易書留郵便により入札書を送付する方式とする。 

 （２）入札書には、月額賃貸借（リース）料金に、モノクロおよびカラーカウンター単価料金に本会が提示する月間

予定印刷枚数を乗じた金額を合算した、複合機 12台の使用に係る 1か月あたりの総金額（税抜）を記載する

こと。また、総金額の算出にあたって、「内訳書」を作成し、添付すること。 

 （３）機器の賃貸方式について、三者契約を希望する場合のみ、別紙『複合機の賃貸方式について』を提出しするこ

と。 

 （４）入札書の提出期限（令和2年7月31日）までに、次の提出先に必着で送付すること。 

     （提出先） 

      〒590-0078  堺市堺区南瓦町２番１号 

      社会福祉法人堺市社会福祉協議会 総務課  宛 

「複合機リース入札書在中」 

 

９ 入札の無効に関する事項 

  次のいずれかに該当する入札は、無効とする。 

 （１）入札書が所定の日時、場所に到着しないとき。 

 （２）入札書に記入すべき事項の記入を欠き、又は入札書に記入した文字が判読できないとき。 

 （３）入札書に記名押印がないとき。 

 （４）入札金額を改ざんし、又は訂正したとき。 

 （５）１件の入札に対して２通以上の入札書を郵送したとき。 

 （６）入札保証金を納付すべき場合において、これを納付せず、又は納付金額が入札保証金の額に満たないとき。 

 （７）代理人による入札を行ったとき。 

 （８）数人が共同して入札を行ったとき。 

 （９）入札に参加する資格のない者が入札したとき。 

 （10）入札に関して不正な行為を行ったとき又は不正な行為が行われたおそれが非常に強いとき。 

 （11）最低制限価格を設定した場合において、これを下回る価格で入札したとき。 

 （12）入札を執行する前に予定価格を公表した場合において、これを上回る価格で入札したとき。 

 （13）明らかに履行ができないと認められる低い価格で入札したとき。 



 （14）その他入札に関する条件に違反したとき。 

 

10 入札の辞退等 

 （１）入札参加者は、入札書提出期限までは、入札辞退届を提出することで入札を辞退することができる。 

    ただし、入札書の到着後は辞退することができず、いかなる時点においても書き換え、引き替え又は撤回を認

めないものとする。 

 （２）入札書提出期限までに入札書が到着していない場合は、入札を辞退したものとみなす。 

 

11 開札等 

 （１）開札予定日時  令和2年 8月5日（水）午前10時 ※入札公告のとおり 

 （２）開札時の立会いは、入札参加者のうち、当日出席した任意の入札参加者で行う。 

※代理人により立会いを行う場合は、委任状を持参のこと。 

 （３）入札参加者が立会わない場合は、当該入札事務に関係ない本会職員を立会わせて行うものとする。 

 （４）開札の結果、落札候補者となるべき同価格の入札をした者が２者以上あった場合は、くじ引きにより落札候補

者を決定する。 

※ただし、くじ引きを行う対象となる者が、当該入札に立会人として参加している場合は、その者がくじ引き

を行い、参加していない場合は、当該入札事務に関係のない本会職員が代わりにくじ引きを行うものとする。 

 

12 入札の中止等 

入札書の提出がなかった場合のほか、不正な入札が行われるおそれがあると認めるとき、又は災害その他やむを得

ない理由があるときは、入札を中止し又は入札期日を延期するものとする。 

 

13 入札参加停止の措置等を受けた入札参加者又は落札者について 

  開札から落札決定までの期間において、入札参加者が次のいずれかに該当した場合は、落札者としない。また、落

札決定から契約締結までの期間において、落札者が次の（１）、（３）のいずれかに該当した場合は、契約を締結しな

いことができ、次の（２）に該当した場合は契約を締結しない。 

 （１）入札参加停止要綱に基づく入札参加停止等の措置を受けた場合 

 （２）暴力団対策措置要綱に基づく入札参加除外の措置を受けた場合 

 （３）（１）、（２）のほか、入札参加資格（等級への格付に係るものを除く。）を満たさなくなった場合 

 

14 その他 

  ・契約保証金 要（落札金額（年額）の１０／１００以上（ただし、利子は付さない。）） 

なお、次の各号に該当するときは、契約保証金を免除することがある。 

（１）保険会社との間に本会を被保険者とする履行保証保険契約を締結し、その証書を提出したとき。 

（２）過去５年間に、国又は地方公共団体等と、種類及び規模をほぼ同じくする契約を１回以上締結し、これら

をすべて誠実に履行したとき。 

（３）契約金額が、1,000,000円以下であるとき。 

  ・令和3年度以降にかかるものは、各年度の予算成立を条件とする。 

  ・契約手続において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

 

15 入札の実施に関する問合せ先 

   堺市堺区南瓦町２番１号 堺市総合福祉会館内 

社会福祉法人 堺市社会福祉協議会 総務課 （担当：梅原・西口） 

    ＴＥＬ 072-232-5420 ＦＡＸ 072-221-7409 

 


